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１.基本計画策定の経緯 

１-１ 基本計画の位置付けと検討体制 

  坂出市新庁舎建設基本計画「以下「基本計画」という。」は，平成２５年５

月に策定された基本構想で掲げた基本理念・基本方針を継承し，新庁舎の具体

的な整備方針やゾーニングの検討を行い，今後の基本設計に反映すべき事項を

策定するものである。 

○組織体制 

(1) 分科会の設置 

基本方針に沿った新庁舎建設を実現するため，新庁舎の整備方針等に関す

る事項を複数の部門に所掌させ，専門的に資料収集や検討を行うため，新た

に分科会を設置した。 

              

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 分科会の所掌事項 

分科会名 所掌事項 

市民サービス分科会 
ユニバーサルデザインの導入，ワンストップサービスの検討，市民サー
ビスエリアの整備，その他市民サービスに係る事項 

事務管理分科会 
庁舎内全体のゾーニング，議会機能，書庫・倉庫・会議室等の整備，庁
舎管理，職員福利厚生施設の整備，その他事務管理に係る事項 

建設環境分科会 
建築構造・設計方法・建設スケジュール・概算事業費の検討，庁舎・駐
車場全体のゾーニング，省エネルギー対策，その他施設整備に係る事項 

危機管理分科会 
防災対策・災害対策本部機能の検討，行政情報・個人情報のセキュリテ
ィ対策の検討，その他情報システムに係る事項 

 

↓今回設置 

＜組織図＞ 

市議会

新庁舎建設
市民会議

市民サービス
分科会

事務管理
分科会

建設環境
分科会

危機管理
分科会

市　長

新庁舎建設
庁内検討委員会

（部長級）

新庁舎建設
庁内検討委員会

作業部会
（課長級）
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１-２ 基本構想の整理 

(1) 基本理念  「安全・安心で市民と環境にやさしい庁舎」 

(2) 基本方針 

  １ 安全と安心の確保 

   (1) 高い防災性能を有し，安心して利用できる施設とする。 

   (2) 災害時に対策本部としての機能を果たせる施設とする。 

  ２ 市民サービス機能の充実 

   (1) 誰もが利用しやすく，人にやさしい施設とする。 

   (2) 住民との協働，連携が図れ，広く親しまれる施設とする。 

  ３ 経済性と環境への配慮 

   (1) 華美な設計を排し，建設費の抑制に努める。 

   (2) 省エネルギーに配慮し，経済的で環境にやさしい施設とする。 

   (3) 社会環境の変化に迅速かつ柔軟に対応できる施設とする。 

(3) 新庁舎の建設場所 

新庁舎の建設場所は現本庁舎敷地内とし，現本庁舎を使用しながら空きス

ペースに建設することとした。 

敷地名称 所在地 所有者 敷地面積 備考 

本庁舎敷地 室町二丁目3番5号 坂出市 8,151.43㎡ 商業地域 

(4) 新庁舎の規模と事業費 

新庁舎の規模は，現本庁舎（北館・東館含む。）の配置部署を基準とし，国

の算定基準等に基づいて算定，比較検討し，概ね６,０００㎡とした。 

また，事業費については，建設工事費以外に設計委託費，旧庁舎解体費，

仮庁舎・仮駐車場建設費，備品購入費，移転費等が考えられ，この基本計画

において検討することとしているが，可能な限り全体事業費の縮減を図る必

要がある。 

(5) 建設スケジュール 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1億円 1億円 以降毎年度1億円積立予定

6億円 7億円
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基本構想 基本計画 基本設計 実施設計 建設工事

庁舎建設基金

新庁舎
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庁舎建設基金

積立
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竣工

H24 H25

基本構想 基本計画 基本設計 実施設計 建設工事

２年程度 ２年程度
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２.新庁舎の基本的な考え方 

２-１ 基本方針に沿った具体的機能 

 新庁舎建設基本構想に定める基本方針に沿った，新庁舎が有すべき又は検討す

べき機能等について，次のとおり定める。 

 

(1) 安全と安心の確保 

 庁舎は多くの市民等が集まる公共施設であり，大規模な地震，風水害等の災

害発生時に人々の生命や，市の行政情報，個人情報を確実に保護することので

きる基本的な構造や設備を有する施設であることが求められる。その上で，災

害時に迅速かつ的確に対応できる機能を備えた施設とする。 

 

 高い防災性能を有し，安心して利用できる施設とする。 

・大規模な地震にも庁舎の被害を最小限に抑え，庁舎機能が維持できる施設

とするため，十分な耐震性を確保できる構造とする。 

・津波の浸水想定や地震による地盤沈下も考慮し，敷地のかさ上げ，浸水防

止壁の設置について検討する。 

・浸水による電気設備の故障を防ぐため，電気室，電話交換機室，サーバー

室などは浸水の可能性が低い場所に設置する。 

・１階が浸水することで庁舎全体の停電・ネットワークの停止につながらな

いように，明確な系統の分離を行う。 

・機械設備や防火・防犯設備を一元的に配置し，管理できるシステムを検討

する。 

・落雷による情報通信機器等の故障を防止するため，避雷針を設置するとと

もに，電気・通信系統にはサージ機能(注1)を備えるものとする。 

・個人情報等の漏洩防止の観点から，窓は外部から執務室内が見られないよ

うにするとともに，侵入防止のため，強化ガラスを採用する。 

・高いセキュリティが求められる部門については，入退室管理を行うなどの

対策を検討する。 

・セキュリティ確保の観点から，来庁者の利用空間と職員の執務空間を区分

し，動線を分離した配置とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

(注1) サージ機能：情報通信機器などを，雷などにより生じる過渡的な異常高電圧やその

結果により生じる異常大電流などから保護する機能 

 

 
浸水防止壁のイメージ 

 
管理システムのイメージ 入退室管理のイメージ 
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 災害時に対策本部としての機能を果たせる施設とする。 

・災害発生時に迅速かつ的確な対応がとれるよう，災害対策本部機能を新庁

舎内に整備する。 

・停電や断水に対応可能なバックアップ機能として，自家発電設備や耐震性

貯水槽を設置する。 

・災害時における食糧や防災資機材を備蓄する専用の倉庫を設置する。 

・防災拠点としての機能が効果的に発揮されるよう，災害支援関係団体の活

動スペースなど必要な諸室の整備を検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 市民サービス機能の充実 

  これからの庁舎は，障がい者や高齢者など特定の人々に対する障害を取り除

くということ（バリアフリー）に限らず，外国人も含めて可能な限り全ての人

が利用しやすく，また，市民と行政が接する場所として市民との協働を促し，

行政情報や文化活動等を通じて市民との連携が図れる場として，広く親しまれ

る施設とする。 

 

 誰もが利用しやすく，人にやさしい施設とする。 

  ・来庁者が円滑な移動が行えるよう，通路の幅を広く確保するとともに，段

差や勾配を極力尐なくし，両側に手すりのある階段や車いすに対応したエ

レベーターを適切に配置する。 

  ・車いす使用者，オストメイト(注1)などに対応した多機能トイレや乳幼児を

連れた来庁者が授乳やおむつ交換などを行えるスペースを確保する。 

  ・遠くからでも認識できる表示（絵記号・ピクトグラム）や点字ブロック，

外国人に配慮した多言語表示など，分かりやすい案内表示とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

(注1) オストメイト：様々な病気や事故などが原因で，腹部などに排泄のための開口部を

造設した方のこと。 

 

 
自家発電設備のイメージ 

 
耐震性貯水槽のイメージ 

 
備蓄倉庫のイメージ 

 
車いす対応ＥＶのイメージ 

 
多機能トイレのイメージ 

 
ピクトグラムのイメージ 
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  ・聴覚障がい者に配慮し，庁内放送などにも対応した電光掲示板を各所に配

置する。 

  ・玄関付近には総合案内を設け，各窓口への円滑な誘導を図るとともに，効

率的でゆとりのある待合スペースを確保する。 

  ・申請・届出・証明事務など，来庁者が多い窓口業務を行う部署は低層部に

集約し，ワンストップサービスの導入を検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ・窓口部門は，可動式の仕切り板により仕切ったローカウンターとし，各階

には個室型の相談室を設置し，来庁者が安心して利用できるよう，プライ

バシーに配慮する。 

  ・職員が健康を維持し職務を円滑に遂行できるように，男女別の更衣室や休

養室を設置する。 

  ・大型荷物や非常時にストレッチャー等が積載できる人荷用エレベーターの

設置を検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 住民との協働，連携が図れ，広く親しまれる施設とする。 

・市民ギャラリーやイベントスペースなど，市民活動の紹介，発表の場とし

てのスペースを確保する。 

  ・来庁者が気軽に利用できる自販機コーナーなど市民の憩いの場となるコー

ナーを設置する。 

  ・市政情報，イベント情報などの情報提供（映像による案内等）スペースを

確保する。 

 

 

 

 

 

 

 

 
電光掲示板のイメージ 

 
総合案内のイメージ 

 
ワンストップサービスのイメージ 

 
ローカウンターのイメージ 

 
休養室のイメージ 

 
市民ギャラリーのイメージ 

 
自販機コーナーのイメージ 情報提供スペースのイメージ 
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  ・閉庁後も市民が利用しやすいスペースの確保（会議室など）に努め，市民

との協働，連携を図る。 

・健康増進法に基づき，庁舎内には喫煙室は設置しないこととするが，来庁

する喫煙者にも配慮し，敷地内の適切な場所に喫煙所を設置する。 

・ＡＴＭ，売店，食堂などの施設については，周辺の同種施設の立地や事業

性も考慮するなかで設置する。 

  ・議会部門については，議会基本条例の趣旨に則り，市民参加及び市民との

連携が図れる施設とする。 

  ・議会の会議は原則公開とすることから，議場及び委員会室はバリアフリー

に配慮した傍聴が可能な構造とし，情報発信ができる設備を検討する。 

  ・議会図書室は誰もが利用可能のものとし，市民が訪れやすい配置とする。 

 

(3) 経済性と環境への配慮 

  厳しい財政状況のなかでの庁舎建設ということを改めて認識するとともに，

建設から運用，廃棄までのライフサイクルを通じ，地球環境への負荷を尐なく

し，環境保全対策の模範となるべき施設とする必要がある。また,今日の急速

な高度情報化や地方分権の進展など地方行政を取り巻く環境の変化は著しい

ものがあり，組織機構や職員数の変化に迅速かつ柔軟に対応できる施設とする。 

 

 華美な設計を排し，建設費の抑制に努める。 

  ・意匠的に凝ったデザインを避け，機能性を重視し経済性にも優れた庁舎と

する。 

  ・固有の機能を有するスペースについても，利用時以外は他の目的(会議室

など)と併用するなどの検討を行う。 

  ・既存備品や保存文書を調査し，適正な管理と廃棄を行うことにより，無駄

な投資を抑制する。 

 

 省エネルギーに配慮し，経済的で環境にやさしい施設とする。 

・「官庁施設の環境保全性に関する基準」のグリーン庁舎(注1)としての機能確

保に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(注1) グリーン庁舎：環境基本法の基本理念に則り，環境負荷の低減に配慮した，建築分

野における環境保全対策の模範となる官庁施設をいう。 

 グリーン庁舎のイメージ 
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・太陽光発電の導入および自然採光，自然通風等自然エネルギーを生かした

方法を検討する。 

・トイレ洗浄や散水に，雤水の利用を検討する。 

・高効率設備機器，ＬＥＤ照明，自動調光システム等の省エネルギー設備機

器を積極的に採用する。 

・自家発電設備を利用した電力のピークカット対策を検討し，電気料金の低

減を図る。 

・温室効果ガス排出抑制に配慮し，電気自動車用急速充電設備の設置を検討

する。 

・建物や設備の維持管理，修繕等が容易な構造や設備機器の採用を検討し，

ライフサイクルコスト(注1)の低減を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 社会環境の変化に迅速かつ柔軟に対応できる施設とする。 

・執務室は，関係課や職員間の連携が図りやすく，また，将来の組織変更や

職員数の変化にも柔軟に対応するため，オープンフロアを基本とする。 

・情報通信技術を活用した事務の効率化，市民サービスの向上を図るととも

に，機器のレイアウト変更に迅速に対応するため，ＬＡＮ配線等が容易な

フリーアクセスフロア(注2)を基本とする。 

・規模の大きい会議室は，スライド壁や収納スペースを確保し，可変性の高

い空間とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

(注1) ライフサイクルコスト：建物の計画に始まり，設計，建設，維持管理を経て，寿命

がきて解体処分するまでを建物の生涯と定義し，その全期

間に要する費用のこと。 

(注2) フリーアクセスフロア：床の上にネットワーク配線などのための一定の高さの空間

をとり，その上に別の床を設け二重化したもの。 

 

 
太陽光発電のイメージ 

 
太陽光発電のイメージ ＬＥＤ照明のイメージ 

 

   
執務室のイメージ 会議室のイメージ フリーアクセスフロアのイメージ 
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２-２ 新庁舎の構造等 

(1) 耐震安全性の目標 

○構造体 

分類 役割例 施設例 耐震安全性の目標 

Ⅰ類 

災害応急対策全般
の企画・立案，情
報収集・伝達等を
行うための施設 

庁舎（災害対策
本部） 
 

大地震後，構造体の補修をすること
なく建物を使用できることを目標
とし，人命の安全確保に加えて十分
な機能確保が図られている。 

Ⅱ類 

多数の者が利用す
る公共施設等 

学校校舎・体育
館，公民館，美
術館，図書館等 

大地震後，構造体の大きな補修をす
ることなく建物を使用できること
を目標とし，人命の安全確保に加え
て機能確保が図られている。 

Ⅲ類 

Ⅰ類，Ⅱ類の施設
の外，地方公共団
体が所有又は管理
する施設 

Ⅰ類，Ⅱ類に含
まれない，事務
所庁舎，公営住
宅，職員公舎等 

大地震後，構造体の部分的な損傷は
あるが，建物全体の耐力の低下は著
しくないことを目標とし，人命の安
全確保が図られている。 

 ・構造体については，平成２１年に実施した本庁舎の耐震診断において，本庁

舎は，国の総合耐震基準で「構造体:Ⅰ類」と設定し実施されている。 

 ・新庁舎建設基本構想の基本方針は，上記耐震診断を踏まえ策定されており，

新庁舎の構造体の耐震安全性は，「Ⅰ類」を適用する。 

○国の総合耐震基準におけるその他の耐震安全性の目標 

分類 分類 耐震安全性の目標 

建築非構造部材 

Ａ類 

大地震後，災害応急復旧活動や被災者の受入れの円
滑な実施，又は危険物を管理のうえで，支障となる
建築非構造部材の損傷，移動等が発生しないことを
目標とし，人命の安全確保に加えて十分な機能確保
が図られている。 

Ｂ類 
大地震動により，建築非構造部材の損傷，移動等が
発生する場合でも，人命の安全確保と二次災害の防
止が図られている。 

建築設備 

甲類 
大地震後の人命の安全確保と二次災害の防止が図
られていると共に，大きな補修をすることなく，必
要な設備機能を相当期間継続できる。 

乙類 
大地震後の人命の安全確保と二次災害の防止が図
られている。 
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 ・構造体以外に上記の２種類の分類がある。 

 ・新庁舎は，災害時の対策本部となる機能を果たす必要があるため，建築非構

造部材はＡ類を，建築設備は甲類を適用することとし，大地震発生時におい

ても継続して庁舎が使用できるよう耐震性能の強化を図る。 

 
(2) 建築構造の比較 

構造 耐震構造 制震構造 免震構造 

特徴 

建物自体を堅牢にす
ることで地震に耐え
る技術。必然的に柱や
壁が多くなる。 

建物内部に組み込ん
だ地震エネルギーを
吸収する装置により
揺れを制御する技術 

建物と地盤に密着す
る基礎部を切り離し，
地盤の揺れに建物が
追随しないようにす
る技術 

大地震時
の揺れ方 

全体に揺れ，上階ほど
揺れが激しくなる。 

上階ほど揺れが激し
くなるが，装置が地震
エネルギーを吸収す
るため，耐震構造より
も揺れは小さい。 

地盤の揺れが直接伝
わらないので，揺れは
小さく，上階と下階の
揺れの差も小さい。 

大地震時
の設備・
家具等の
状態 

転倒，落下，移動等が
発生し，損壊する。 

転倒，落下，移動等が
発生するおそれがあ
る。（特に上層部） 

転倒，落下，移動等が
発生しにくい。 

建設費用 一番廉価である。 
耐震構造の約２％増 
※実際にはもっと高くな

ると予想される。 

耐震構造の約５％増 
※実際にはもっと高くな

ると予想される。 

メリット 

維持管理が容易でメ
ンテナンス費用もか
からない。 

建物の破損が軽減さ
れるため，繰り返しの
地震に有効。メンテナ
ンス費用も比較的に
安価である。 

建物や設備等の破損
が抑えられ，地震後の
業務継続が迅速に行
え，費用もかからな
い。 

デメリット 

建物や設備等が損壊
するため，地震後の業
務継続が困難であり，
地震後の補修費が多
額になる。 

地震後に点検が必要。
低層の建物では効果
が発揮され難い。 

地震後の点検に加え，
定期的に専門的な点
検が必要であり，費用
が発生する。建設コス
トも一番高い。 

 

・基本方針に沿った耐震安全性を確保するため，建築構造の選択は非常に重要

な要素であり，建築構造について上記のとおり検討を行った結果，免震構造

が望ましいとの結論に至った。なお，経済性や地盤条件などの十分な検討も

必要なことから，最終的には今後の基本設計において決定していくこととす

る。 
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２-３ 新庁舎の配置構成 

(1) 新庁舎建設敷地の概要 

 新庁舎建設基本構想において，新庁舎は現在の本庁舎敷地に建設することと

定められており，新庁舎建設敷地の概要は次のとおりである。 

・敷地の位置 香川県坂出市室町二丁目１３０２番２ 

・敷 地 面 積 ８,１５１.４３㎡ 

・用 途 地 域 商業地域 

・防 火 指 定 準防火地域 

・建 ぺ い 率 ８０％ 

・容 積 率 ４００～５００％ 

・日 影 規 制 法の規制なし 

・標   高 １.０ｍ～１.６ｍ 

 ・前 面 道 路 市道坂出貨物駅前線 幅員２２ｍ 

（都市計画街路 福江東浜線）  

 

(2) 新庁舎の配置計画 

  これまで検討してきた新庁舎の具体的機能や新庁舎，駐車場等の規模などの

前提条件に基づき，配置に関する検討を行う必要があるが，具体的な配置計画

は今後の基本設計段階で決定するものとし，この基本計画では基本的な配置方

針について定めるものとする。 

 

 ○新庁舎及び駐車場等付帯施設の配置方針 

  ・新庁舎建設敷地は，建設規制が尐ない商業地域ではあるが，近隣への日影

の影響も考慮して配置する。 

  ・駐車場及び駐輪場は，車両と歩行者の動線，来庁者用と公用車等の動線を

十分考慮して配置する。 

 

 ○新庁舎の事務室等の配置方針 

・低層階には，来庁者が多い窓口業務を行う部署を中心に配置する。 

・中層部には，行政執行部門や防災機能を担う部署を中心に配置する。 

・高層部には，独立性確保のため，議場と議会関連諸室を中心に配置する。 

・現在本庁舎外にあるサーバー室は，特にセキュリティに配慮し，新庁舎の

中・高層部に配置する。 

・業務連携が必要な部署は，可能な限り近接した配置とする。 
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 ○配置予定部署等 

新庁舎建設基本構想において，新庁舎は現本庁舎の配置部署を基準とする結

論に至ったこと，及び新庁舎の配置方針等を踏まえ，現行の組織機構を基に，

新庁舎への配置予定部署等を機能別に分類すると以下のとおりである。 

機能別分類 部署名等 

窓口部門 
市民課，けんこう課，ふくし課，こども課，かいご課， 

税務課，資産税課，生活課(一部) 

行政執行部門 
秘書広報課，職員課，政策課，企業立地推進室，総務課， 

にぎわい室，危機監理室 

会計部門 出納局 

議会部門 議場，議員控室，委員会室，正副議長室，議会事務局等 

特別職 市長室，副市長室 

その他 サーバー室，指定金融機関，記者クラブ，守衛室等 

 

(3) 本庁舎本館以外の庁舎等の利用方針 

 現在，本庁舎には，本館以外に東館および北館があるが，北館については昭

和３２年建築(本庁舎本館と同年)で老朽化が顕著であり解体，東館については

平成１１年建設で比較的新しく新耐震基準による建物であることから，継続利

用する方針とする。また，南倉庫については老朽化が激しい上，行政保存文書

と各課の備品・消耗品等が混在して収納されており，新庁舎建設の前段として，

早急に整理を行う必要がある。また，新庁舎建設基本構想において，現本庁舎

を使用しながら空きスペースに建設することと定められているが，新庁舎の敷

地や工事用スペースの確保のため，現本庁舎の一部又は南倉庫については，新

庁舎建設時に解体撤去となる可能性があり，今後の基本設計の検討過程におい

て，利用方法や解体撤去について検討，決定していくこととする。 
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２-４ 新庁舎・駐車場の規模 

(1) 新庁舎の規模等 

  新庁舎建設基本構想では，国の基準などを用い，新庁舎の規模〈延床面積〉

を概ね６,０００㎡と想定しているが，これまでに検討してきた新庁舎建設の

基本方針に沿った具体的機能を満たす庁舎を目指す必要があり，各方面の意見

を踏まえ，各部屋等の積上げに基づく新庁舎の必要な面積を算定する。 

 ①事務室関係 

   新庁舎建設基本構想では，新庁舎における職員数を２１６人（特別職を除

く。）としたが，新庁舎の配置方針等を踏まえ，次のとおり想定する。 

                       H25.9 現在の職員数 

 部長級 ４人 

 課長級 １４人 

 課長補佐級 ２９人 

 係長級 ２９人 

 一般職〈嘱託・臨時職員を含む。〉 １４４人 

 合 計 ２２０人 

  ・部長級については，国の算定基準では約４０㎡であるが，現行の部長級の

個室を考慮し，２０㎡程度とする。 

  ・下記の国の２つの算定基準による結果を参考に，課長，課長補佐，係長及

び一般職員の事務スペースを１,４８０㎡程度とする。ただし，ＯＡ機器

やミーティングスペースなどの共有部分を含むものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総務省「起債事業算定基準」に基づく算定計算表

職員数 換算率
基準面積
（㎡/人）

算出面積
（㎡）

 事務室 課長級 14 5.0 4.5 315.0

課長補佐・係長級 58 2.0 4.5 522.0

一般職
（嘱託･臨時含む。）

144 1.0 4.5 648.0

216 1,485.0

国土交通省「新営一般庁舎面積算定基準」に基づく算定計算表

職員数 換算率
基準面積
（㎡/人）

算出面積
（㎡）

 事務室  課長級 14 5.0 4.0 280.0

 課長補佐級 29 2.5 4.0 290.0

 係長級 29 1.8 4.0 208.8

 一般職
(嘱託・臨時含む。)

144 1.0 4.0 576.0

小計（補正前） 216 1,354.8

計  （補正後） 1,490.3補正前×1.1

区分

計

区分
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 ②特別職室 

   市長室，副市長室は，現状どおり個室として整備する。 

  ・市長室   国の算定基準を参考に９０㎡程度とする。 

  ・副市長室  国の算定基準より狭い５０㎡程度とするが，特別職用の来客

待合室を確保し，特別職全体で算定基準内とする。 

  ・来客待合室 特別職への来客用待合室を２０㎡程度確保する。 

  ・応接室   ほぼ現状の８０㎡程度とする。 

 

 ③会議室・相談室 

   会議室は現行では慢性的に不足しており，様々な会議の形態に合った会議

室を整備する。 

・大会議室  式典や講演などに使用するものとして，２５０㎡程度の会議

室を整備し，視聴覚設備及びスライド壁を装備する。 

  ・中会議室  部長会や各種審議会を想定した１２０㎡程度の会議室を２室

程度整備し，スライド壁を装備する。 

  ・小会議室  小規模の会議やミーティングルームとして，２５㎡程度の会

議室を４室程度整備する。 

  ・相談室   特に窓口部門でのプライバシーの保護のため，低層部を中心

に，１０㎡程度の相談室を８室程度整備する。 

 

 ④防災関係 

   防災拠点施設としての機能が発揮されるよう，防災・災害復旧活動に必要

な諸室を整備するが，兼用使用する方針の会議室は，相互に連携のとれるも

のとする必要がある。 

  ・災害対策本部室 中会議室１室を兼用とし，視聴覚設備等を整備する。 

  ・防災通信指令室 同報系・移動系防災無線だけでなく，消防通信指令にも

対応できるものとし，個室で２０㎡程度を整備する。 

  ・防災備蓄倉庫  大規模災害時の業務継続のための食糧や防災資機材等を

備蓄するための倉庫として１００㎡程度を確保する。 

  ・防災支援団体室 小会議室を適宜兼用とし，通信設備等の端末を整備する。 

 

 ⑤議会関係 

   議決機関としての格式を確保しつつ，市民に開かれた施設となるよう整備

するとともに，情報通信技術を活用した視聴覚機能を取り入れる。 

なお，次の一般選挙で適用される，議員定数２０人で面積算定を行う。 

  ・議場     対面方式を採用し，床面のフラット化や可動式の机・椅子

の配置により，多目的利用が可能な機能を持たせるととも

に，傍聴席は，余裕のある座席とする。 

現状の広さから勘案して２３０㎡程度とする。 

  ・正副議長室  現状より広い８０㎡程度とし，協議スペースを確保する。 

  ・議会応接室  現状より広い４０㎡程度とする。 
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  ・委員会室   現状より広い１３０㎡程度とし，遮音性の高いスライド壁

を装備する。 

  ・議員総会室  委員会室を兼用使用する。 

  ・議員控室   現状の広さから勘案して１９０㎡程度とし，会派の変動に

対応できるようレイアウト変更が容易で遮音性の高い間

仕切りを装備する。 

          また，小規模の談話室も整備する。 

  ・議会図書室  現状よりやや広い３０㎡程度とし，議会情報コーナーの設

置を検討する。 

 

 ⑥その他の業務関連室 

   事務室，特別職室，会議室等以外に，業務に関連する重要な機能として，

次のとおり業務関連室を整備する。 

  ・サーバー室  オペレーション用スペースやサーバー機器更新時の予備ス

ペースも考慮し，８０㎡程度とする。 

  ・印刷室    現状では印刷機と丁合機・紙折機が別室となっているため

１室に集約し，２５㎡程度とする。 

  ・職員図書室  市の各種資料や参考図書を整理し，職員が利用できるもの

として，２０㎡程度とする。 

  ・倉庫     備品や資材・消耗品等を収納するためのものとして，現状

よりやや広い１６０㎡程度とする。 

  ・文書庫    現状では北館と南倉庫に分散している保存文書を整理し，

一箇所に集約し，２５０㎡程度とする。 

・守衛室    現状の２名体制を想定し，１５㎡程度とする。 

 

 ⑦福利厚生関係 

   職員が健康を維持し，職務を円滑に遂行できるよう必要な諸室を整備する。 

  ・職員更衣室  男女別に設置するものとし，職員１人当たり0.5㎡とする

と，職員数（特別職を除く。）２２０人分として１１０㎡

程度を整備する。 

  ・休養室    労働安全衛生規則に設置が義務付けされており，男女別に

にそれぞれ２５㎡程度を２室整備する。 

 

 ⑧その他の施設 

  ・記者クラブ  公的な情報を広く市民に知らせる広報活動の一環として設

置する必要があり，現状の５０㎡程度を確保する。 

  ・指定金融機関 市の業務に密接に関連する必須の機関であり，ほぼ現状の

２５㎡程度とする。 

  ・食堂     現状の広さを勘案し，８０㎡程度（厨房含む。）とし，災

害時の炊出しにも利用できるものとする。 

  ・売店     現状より広い２５㎡程度とする。 
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 ⑨共有スペース 

   玄関，ロビー，廊下，階段，トイレ，エレベーター室，機械室等の共有ス

ペースとして，合計面積の３５％（一般事務所では概ね２５％）を確保する。 

 

 ⑩車庫 

  ・駐車場    特別職用公用車３台とマイクロバスの駐車場として，ほぼ

現状の１０５㎡程度を整備する。 

  ・運転手控室  守衛室と同規模の１５㎡程度とする。 

 

  以上のことから，各部屋等の積上げに基づく総延床面積は，６,５５０㎡と

算定される。（次ページ 各部屋等の積上げに基づく算定表 参照）  
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 ○各部屋等の積上げに基づく算定表 

区 分 室 名 
必要面積 

数量 
合計面積 

備 考 
（㎡） （㎡） 

事務関係 事務スペース 部長 ２０ ４室 ８０  

  〃  課長級以下   １,４８０  

小計   １,５６０  

特別職室 市長室 ９０ １室 ９０  

副市長室 ５０ １室 ５０  

来客待合室 ２０ １室 ２０  

応接室 ８０ １室 ８０  

小計   ２４０  

会議室 ・ 

相談室 

大会議室 ２５０ １室 ２５０ スライド壁装備 

中会議室 １２０ ２室 ２４０ スライド壁装備 

小会議室 ２５ ４室 １００  

相談室 １０ ８室 ８０ 低層部に配置 

小計   ６７０  

防災関係 災害対策本部室 （１２０）   中会議室と兼用 

防災通信指令室 ２０ １室 ２０  

防災備蓄倉庫 １００ １室 １００  

防災支援団体室 （１００）   小会議室と兼用 

小計   １２０  

議会関係 議場 ２３０ １室 ２３０ 傍聴席を含む。 

正副議長室 ８０ １室 ８０  

議会応接室 ４０ １室 ４０  

委員会室 １３０ １室 １３０ スライド壁装備 

議員総会室 （１３０）   委員会室と兼用 

議員控室 １９０  １９０ 可動間仕切り装備 

議会図書室 ３０ １室 ３０ 議会情報コーナー 

小計   ７００  

その他の 

業務関連

室 

サーバー室 ８０ １室 ８０ 水道局から移転 

印刷室 ２５ １室 ２５  

職員図書室 ２０ １室 ２０  

倉庫 １６０  １６０ 議員図書室と兼用 

文書庫 ２５０ １室 ２５０  

守衛室 １５ １室 １５ ２人体制 

小計   ５５０  

福利厚生 

関係 

職員更衣室 １１０ 男女別 １１０ 0.5㎡×２２０人 

休養室 ２５ ２室 ５０ 労働安全衛生規則 

小計   １６０  
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区 分 室 名 
予定面積 

数量 
合計面積 

備 考 
（㎡） （㎡） 

その他の 

施設 

記者クラブ ５０ １室 ５０  

指定金融機関 ２５ １室 ２５  

食堂 ８０ １室 ８０ 厨房含む。 

売店 ２５ １室 ２５  

小計   １８０  

計   ４,１８０  

共有スペース（玄関・ロビー・廊下 

・トイレ・エレベーター・機械室等） 
  ２,２５０ 合計面積の３５％ 

合計面積   ６,４３０  

車庫 駐車場 １０５ １室 １０５ 25㎡×3台・30㎡ 

運転者控室 １５ １室 １５  

小計   １２０  

総延床面積   ６,５５０  

 

  新庁舎建設基本構想で想定した概ね６,０００㎡を上回る算定となった理由

については，新庁舎の配置方針等により，想定する職員数が増加したことや，

基本構想では職員が配置された庁舎部分で想定されており，現在の南倉庫〈約

３８０㎡〉分を加味すると，概ね想定内の規模と考えられる。 

  実際の庁舎面積については，これらの想定を参考に基本設計・実施設計の過

程において最終面積が確定していくことになるが，各部屋等の積上げに基づく

算定による６,５５０㎡を上限として，基本構想で想定した概ね６,０００㎡を

念頭に適正規模を決定していくこととする。 

  なお，文書庫，防災備蓄倉庫等の倉庫類や食堂等については，新庁舎の本館

内に限定するのでなく，別棟で整備する方法や東館など本庁舎本館以外の庁舎

を利用するなど，建設費を縮減するための検討が必要である。 
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(2) 駐車場の規模等 

 

○現在の状況           ※本庁舎・合同庁舎関係公用車 ７１台 

区 分 区画 摘 要 現  状 

来庁者用駐車場 ４１台 うち障がい者用3台 常時余裕はない。 

一般公用車駐車場 ４６台  不足分は近隣で確保 (25台)  

議員・報道専用 １０台   

計 ９７台 うち障がい者用3台  

 

○来庁者用駐車場の算定（最大滞留量の近似的計算方法） 

  最近の庁舎建設事例において利用されている「最大滞留量の近似的計算方法 

（岡田光正大阪大学名誉教授 著）」により算定する。 

 算定条件 

人口 ５４,０００人 H25.9.1現在54,102人から仮定 

来庁者割合 
窓口 人口の0.9％ 

窓口以外 人口の0.6％ 

※「市･区･町役場の窓口事務施設

の調査」 関龍夫千葉工業大学

名誉教授 著 

自動車保有率 ０.７１ 
自動車登録台数 38,360台 

（H25年度坂出市統計書より） 

集中率 ３０％ 一般事務所・美術館タイプ 

平均滞在時間 
窓口   ２０分 

窓口以外 ６０分 
 

 

 １日当たりの来庁台数＝人口×来庁者割合×車での来庁割合 

  ・窓口    54,000人×0.9％×０.７１≒３４５台／日 

  ・窓口以外  54,000人×0.6％×０.７１≒２３０台／日 

   ※参考 H25.4～H25.9までの１日平均来庁台数 ５３５台 

 必要駐車場台数＝最大滞留量（台／日） 

 必要駐車場台数＝１日当たりの来庁台数×集中率×平均滞在時間／６０ 

  ・窓口    ３４５台×３０％×２０／６０≒３４台／日 

  ・窓口以外  ２３０台×３０％×６０／６０≒６９台／日 

  

 上記の合計は１０３台であることから，１００台／日と想定する。 
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○議員・報道専用駐車場の検討 

 以下の２つの案が考えられる。 

   案１ 議員定数分と報道関係複数台を別途確保する。 

   案２ 来庁者用駐車場に含まれているとみなす。 

・最近の庁舎建設事例では，案２が主流であり，来庁者用駐車場に含むこと

とする。 

 

○駐車場全体の必要面積の算定 

・秘書広報課が所管する公用車（マイクロバスを含む。）は，庁舎面積の付帯

施設として計上することとする。 

・駐車場の面積は，総務省起債対象事業費算定基準においては２５㎡／台，

また国土交通省新営庁舎面積算定基準においても１８㎡／台に共用部分を

考慮した２５㎡／台と算定されていることから，一般公用車・来庁者用の

駐車場については，２５㎡／台として算定する。 

・バリアフリー法（高齢者，障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律）

に基づく基準(注1)では，車いす使用者用駐車施設は，駐車場の全駐車台数の

５０分の１を最低限確保するものとされている。 

    (一般公用車用71台＋来庁者用100台)×１／５０＝３.４２台 

   よって，車いす使用者用駐車施設は４台確保するものとし，面積は３０㎡

／台として算定する。 

 

区分 算定 面積 

一般公用車用 71台×25㎡/台 1,775㎡ 

来庁者用 100台×25㎡/台 2,500㎡ 

車いす使用者用 4台×30㎡/台 120㎡ 

計 175台 4,395㎡ 

 

(注1)  

高齢者、障害者等が円滑に利用できるようにするために誘導すべき建築物特定施設の構造

及び配置に関する基準を定める省令（国土交通省令） 

（駐車場） 

第１２条 多数の者が利用する駐車場には，当該駐車場の全駐車台数が２００以下の場合

は当該駐車台数に５０分の１を乗じて得た数以上，全駐車台数が２００を超える場合は

当該駐車台数に１００分の１を乗じて得た数に２を加えた数以上の車いす使用者用駐車

施設を設けなければならない。 
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○駐車場整備の方針 

・現本庁舎の敷地は，約８,１５１㎡であるが，新庁舎の規模や既存の庁舎

等の利用状況によっては，平面駐車場のみでの確保が困難になることも予

想され，立体駐車場の設置も検討する必要がある。 

  ・自動車と歩行者の動線，来庁者用と公用車の動線を十分考慮して配置する

必要がある。 

  ・車いす使用者用駐車施設は，妊産婦にも配慮し，新庁舎の出入口付近に確

保するとともに，屋根等の設置を検討する。 

 

(3) 駐輪場の規模等 

 

○現在の状況 

 庁舎南側に来庁者用として約４０台，庁舎北東側に来庁者用・職員用として

約１００台の駐輪場がある。 

 

○駐輪場整備の方針 

・来庁者，職員ともに利用者が多く，現状と同程度の規模が必要であるが，

１台当たり２㎡（１ｍ×２ｍ）とすると，２８０㎡程度必要となる。 

・駐輪し易い動線を考慮しつつ，来庁者用と職員用を分けて配置するものと

する。 

 

(4) 緑地の規模等 

 

○現在の状況 

  現本庁舎敷地には，約５００㎡の緑地が確保されている。 

 

○緑地整備の方針 

  ・緑地については，特に基準はないが，０.３ｈａ以上の開発行為にあって

は，都市計画法施行令第２５条第６号により，開発面積の３％以上の公園，

緑地又は広場の設置が義務付けられており，これを参考として算定すると，

概ね２５０㎡以上となる。現在の状況も踏まえ，広く親しまれる施設とし

て，適切な広さを確保する。 
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３.新庁舎の建設計画 

３-１ 概算事業費の算定 

  新庁舎建設基本構想で検証した庁舎建設の事例は，平成２０年度から平成２

２年度までのものであり，再調査した直近の庁舎建設の事例を参考に，消費税

率の引上げ（平成２６年４月から８％・平成２７年１０月から１０％の予定）

を考慮し，新庁舎の建設に要する概算事業費を次のとおり想定した。 

内 容 積算根拠等 
事業費 

（百万円） 
消費税率 

本体工事費 333千円※1×6,550㎡÷105×110 2,285 10％ 

設計委託料 国土交通省告示を参考 ※2 61 8％ 

外構工事 10千円/㎡として算定 ※3 68 10％ 

本庁舎等解体工事 15千円/㎡として算定 ※4 68 10％ 

工事監理委託料 国土交通省告示を参考 ※5 20 10％ 

計  2,502  

  ※1 直近の他市庁舎建設事例における㎡単価の平均値(下記参照／基本構想時は303千円) 

    (最近の建設市場においては労務単価の上昇が続いており，今後もその状況は継続する

と考えられ，建設資材不足の状況も考え合わせると，新庁舎建設時には建設物価の高

騰が懸念される。) 

  ※2 本庁舎本館等の解体撤去工事設計を含む。 

  ※3 敷地面積8,150㎡－新庁舎等建築面積2,000㎡(仮定)＝6,150㎡として算定。 立体駐車

場の費用は含まれていない。 

  ※4 本庁舎本館3,516㎡＋北館560㎡＝4,076㎡として算定。 

  ※5 本庁舎本館等の解体撤去工事の監理を含む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  上記の概算事業費は，最近の建設物価の高騰や立体駐車場設置の有無，既存

の庁舎等の利用方法など不確定な要素が多いことから，現時点での目安であり，

事業費を確定するものではない。また，今後の基本設計の検討過程において，

新庁舎建設前に北館など本庁舎の一部を解体撤去する必要が生じた場合は，代

替施設の確保に要する費用も発生すると考えられる。 

なお，上記以外に，備品購入費，引越し費用等も考えられ，今後の基本設計・

実施設計の段階で具体的に算定するものとする。  

供用
年度

人口
（人）

延床面積
（㎡）

階層・構造等
建築工事費
（億円）

㎡単価
（千円）

兵庫県 Ｔ市 H25 43,656 15,000 RC造・7階・免震 51.9 346

山梨県 Ｋ市 H25 195,230 22,760 SRC,RC造・10階・免震 70.8 311

大分県 Ｓ市 H26 77,606 14,594 RC造・7階・免震 51.4 352

香川県 Ｋ市 H27 63,446 9,509 RC造・5階・免震 31.0 326

徳島県 Ａ市 H28 77,167 20,610 RC造・7階・免震 67.8 329

※RC造－鉄筋コンクリート造／SRC造－鉄骨鉄筋コンクリート造 平均 333

直近の他市庁舎建設の事例

※免震－地震の際に建物の揺れを軽減する地面と建物の間に緩衝体を持った構造のこと。

自治体

※建設工事費には，用地費・仮庁舎費・設計委託費・移転費は含まれない。
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３-２ 事業手法等の検討 

 庁舎など大型公共施設の整備に係る事業手法としては，基金と一般財源からな

る自己資金と起債を財源とし，市が直接事業を行う従来からの手法「直接建設方

式(従来方式)」があるが，施設の設計・建設から維持管理，運営にいたる一連の

業務に民間の資金，ノウハウを活用する事例もあることから，新庁舎建設にあた

り，事業手法についての検討を行った。 

 

(1) 事業手法の種類と特性 

 事業手法として，従来方式と民間活力導入型の手法のうち，代表的なＰＦＩ方

式，ＤＢ一括発注方式の３つの手法について，それぞれの特性を整理し，比較検

討を行った。 

○事業手法の種類と特性 

種類 
直接建設方式 
（従来方式） 

ＰＦＩ方式 

Private Finance 
Initiavative 

ＤＢ一括発注方式 
Design Buid 

概 要 

市が自己資金や起債で資

金調達を行い，設計，建設

の各業務について個々に

民間に発注する方式 

民間事業者が資金調達を

行い，設計，建設，維持管

理等を行い，手続きはPFI

法に基づいて行う方式 

市が基金や起債等により

資金調達を行い，設計，建

設の各業務を民間に一

括・包括的に発注する方式 

財政負担 

分割発注のため，コ

スト削減があまり

期待できない。 

各事業毎に支払義

務が生じ，支出の平

準化が図りにくい。 

× 

包括発注により，コ

スト削減が期待で

きる。 

事業費総額を分割

して民間事業者に

支払うため，支出の

平準化が図れる。 

○ 

包括発注により，コ

スト削減が期待で

きる。 

各事業毎に支払義

務が生じ，支出の平

準化が図りにくい。 

△ 

資金調達 
民間資金より低金

利での資金調達が

可能 
○ 

市が調達するより

資金調達金利は高

い。 
× 

民間資金より低金

利での資金調達が

可能 
○ 

市民･職員
意見の反映 

市が示した仕様書

を満たす「提案者」

を選定するため，意

見を取り入れなが

ら計画調整を行う

ことは可能 

○ 

市が示した性能条

件を満たす「提案」

を選定するため，意

見を取り入れなが

ら計画調整を行う

のが難しい。 

× 

市が示した性能条

件を満たす「提案」

を選定するため，意

見を取り入れなが

ら計画調整を行う

のが難しい。 

× 

民間事業者  
のノウハウ 

分離・仕様発注が基

本であるため，民間

ノウハウを活かす

余地は尐ない。 

× 

一括・性能発注が基

本であるため，民間

ノウハウを活かす

余地がある。 

○ 

一括・性能発注が基

本であるため，民間

ノウハウを活かす

余地がある。 

○ 

事務負担 

手続きが短期間で

行え，発注者，応募

者ともに負担は尐

ない。 

○ 

ＰＦＩ法に基づく

手続きを行う必要

があり，発注者，応

募者ともに負担が

大きい。 

× 

募集手続きや性能

条件を検討する期

間を要し，発注者，

応募者ともに負担

が大きい。 

× 
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○検討結果 

 各事業手法には，それぞれ一長一短があるが，庁舎建設事業は，一般的に民間

ノウハウを活用する機会が尐ないとされ財政負担軽減の効果が尐ないこと，また，

速やかに新庁舎の建設事業を進める必要があることや市民，職員の意見を反映し

やすい点を考慮すると，総合的に判断して「直接建設方式(従来方式)」が最も適

しているという結論に至った。 

 

(2) 設計者選定方式の検討 

 上記①において，事業手法としては直接建設方式(従来方式)を採用することと

したため，設計者の選定方法を検討する必要があり，一般的に考えられる競争入

札方式，プロポーザル方式及びコンペ方式について，それぞれの特性を整理し，

比較検討を行った。 

○選定方法の種類と特性 

種類 競争入札方式 プロポーザル方式 コンペ方式 

評価対象 設計料（価格） 設計者（能力） 設計案（デザイン） 

決定方法 

最低価格者を選定 設計趣旨，技術提案，

設計実績などを評価

し，最高得点者を選定 

設計案を評価し，最高

得点案を選定 

品質担保 

技術力やデザイン

力等が評価しにく

い。 

× 

提案書で確認可能 

○ 

設計案で確認可能 

◎ 

設計条件

等の変更 

設計案ではなく設

計料で選定してい

るため，設計条件

等の変更は可能 

○ 

設計案ではなく設

計者で選定してい

るため，設計条件

等の変更は可能 

○ 

設計案そのもので

選定しているた

め，設計条件等の

変更は困難 

× 

事務負担 

発注者，応募者と

もに負担は尐な
い。 

○ 

公平性・透明性を

担保できる評価方
法や評価基準を作

成する必要があ
り，選定委員会を

設置する必要があ
る。 

△ 

具体的な設計案を

作成，評価するた
め，選定委員会を

設置する必要があ
り，他の方式に比

べて，発注者，設
計者ともに負担が

大きい。 

× 

 

○検討結果 

 本市においては，最近の事例では，新市立病院の基本設計・実施設計において

プロポーザル方式を採用した実績がある。また，国土交通省官庁営繕部において

は，質の高い建築設計の実現を目指してプロポーザル方式を推奨しており，設計

条件等の変更も可能なプロポーザル方式を採用する。 
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３-３ 建設スケジュール等

 

 建設スケジュールについては上記のとおり想定するが，建設工事以降について

は，今後の財政状況や庁舎建設基金の積立状況等により変更となる場合もある。 

 なお，財源については，庁舎建設基金を基本に，一般財源や地方債により調達

するものとするが，活用可能な補助制度の導入を調査・研究し，一般財源や地方

債の抑制に努める。 

 

 

 

  

年度

区分

7億円 8億円 9億円 10億円

※1 発注仕様書・募集要項等の作成や業者選定など（プロポーザル方式を想定）

外構工事

庁舎建設
基　　金
（累計）

H25 H26 H27 H28 H29 H30

基本計画

設計業務

建設工事
（本体）

解体工事

準備

※1
基本設計 実施設計

移

転
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〈資料編〉 

基本計画策定の経緯 

○坂出市新庁舎建設庁内検討委員会・作業部会・分科会 

日 付 内  容 

平成25年 6月26日 第14回 基本計画の位置付け，組織体制について 

平成25年 7月22日 第15回 基本計画の構成内容，組織体制について 

平成25年 8月 5日 第2回 庁内検討委員会作業部会 基本構想説明，組織体制 

平成25年 9月 3日 市民サービス分科会 10/25・11/8・11/25 

平成25年 9月 3日 事務管理分科会 10/29・11/11・11/27・12/17・1/10 

平成25年 9月 3日 建設環境分科会 10/16・10/31・11/13・11/27・12/17・1/15 

平成25年 9月 3日 危機管理分科会 11/14・12/3・12/19 

平成25年12月27日 分科会長会議 

平成26年 1月24日 第16回 新庁舎の基本的な考え方について 

平成26年 1月31日 第17回 新庁舎の建設計画について 

平成26年 2月14日 第18回 新庁舎の建設計画について 

平成26年 5月30日 第19回 新庁舎建設基本計画案の修正について 

平成26年  月  日  

 

○坂出市新庁舎建設市民会議 

日 付 内  容 

平成26年 2月17日 第６回 基本計画策定の経緯，新庁舎の基本的な考え方 

平成26年 6月11日 第７回 新庁舎の基本的な考え方の修正，新庁舎の建設計画 

  

 

○坂出市議会 

日 付 内  容 

平成26年 2月27日 新庁舎建設特別委員会 新庁舎建設基本計画案について報告 

平成26年 3月19日 新庁舎建設特別委員会 新庁舎建設基本計画案について審議 

平成26年 4月10日 新庁舎建設特別委員会 基本計画に関する議会要望について 

平成26年 5月 2日 新庁舎建設基本計画に関する議会要望書の提出 

平成26年  月  日  

 


